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国会、「補正予算案」が衆院通過

１月１４日には、一般会計総額３兆３２１３億円の今年度（２０１５年度）「補正予算案」が、衆議院本会議で自民・公明両党の賛成多数で可決され、参議院に送られ、１５日からは、参議院予算委員会で審議が開始されています。
日本共産党は「補正予算案」に反対しています。理由は、
1 反対討論の中で日本共産党は、補正予算案について安倍首相は「好循環の形成に向け」「緊急に実施すべき対策」としているが、国内消費を冷やす原因に全く手をつけていないと指摘。逆に軍事費増、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）推進、原発などのインフラ輸出をねらう財界と大企業優遇を強めるものになっていると批判しています。

2 まったく緊急性のない兵器の購入の後年度負担の繰り上げ払いなど軍事費は補正予算案の１９６６億円で２０１５年度本予算とあわせて５兆１７１８億円と過去最高額となると指摘しました。

3 ＴＰＰについては、国民の不安にも応えず署名ありきの対策費を盛り込んだことを批判し、２月に予定される署名に断固反対を表明。交渉経過の詳細公表と撤退を要求しました。

4 補正予算案には低年金高齢者に対する３万円の臨時給付金が含まれていますが、安倍政権の３年間で１・２兆円の年金が削減されたと指摘。「年金生活者支援を言うなら給付額が減額しないよう最低保障年金を目指すべきだ」と力説しました。
今週２２日には、「２０１６年度予算案」を国会に提出し、安倍首相の「施政方針演説」等が行われる予定です。
「２０１６年度予算案」は、安倍首相が政権に復帰して４度目、消費税を８％に引き上げてから３度目の予算編成です。予算規模は過去最大の９６兆７２１８億円に達しましたが、国民の暮らしを支える社会保障、文化教育、中小企業などの分野は抑制・削減しました。　　　　　　　　　　　　　　　（裏面に続く）
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４９７円　　日曜版　月８２３円
桑名市議団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/　　　　　

ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野宅）　　
病院建設費増額の臨時市議会（１月１９日）
医療機器整備費（１０億円）と工事費（１６億円）で２６億円の増額
総額２２５.４億円に、解体費用や駐車場建設で２５０億円にも
【質問内容】

（1） 債務負担行為増の「新病院建設費増」について
1 医療機器整備費の増額（１０億円）について
病院理事長の特別委員会等での発言から
2 医療機器の仕様決定と医療系設備の確定等による工事費の増額（１６億円）について
６月臨時会補正時の仕様と総事業費
3 市の実質負担増は、１．９億円か（税金はいくら使われるのか）
4 収支（患者需要予測、人件費等）を市は検証したのか（病院の提出の鵜呑みではないか）
合併債、病院債の返済は可能なのか、市の財政に影響を与えるのか
5 市の「病院の改革」に対する見解は
（2） ジュニアサミット開催事業費増について
1  ジュニア・サミットの内容は（市は何をするのか、役割は）

【反対討論】　（議案は、賛成１７、反対８で可決されました。）
（１）議案が否決されたら病院の建設がストップするとか開院時期が遅れるという話があります。多少遅れてもいいではないですか。ここで十分議論を深めようではありませんか。
新しい病院がどんな病院なのか。もっと知り、知らせる必要があります。空き部屋があるかもしれません。６月臨時議会の時のように。
だましの様な、詐欺の様な新病院建設のための予算増を伴う、債務負担行為補正は認められません。
1 医療器の購入増の不透明さ
2 工事金額の不明確さ
3 借金の償還計画は絵に描いた餅です。
これ以上桑名市の借金を増やす必要はありません。伊藤市長の７つのビジョンの１つにも反するのではないでしょうか。
（２）ジュニアサミットに職員を１０人以上も集めることは如何な事でしょうか。
他にやることがあるのではないでしょうか。
教育問題「桑名市学校教育あり方検討委員会」とは

解決にならない小中一貫校―小学校の再編の為に導入を検討。

教育委員会では２００７年度より、小学校から中学校へスムーズに接続（中１ギャップの解消など）を行うために小中連携を行ってきています。今後は、小中一貫教育を桑名市の教育に合った形で取り入れていく事が必要と考えています。又、少子化が進行し多くの小学校で１学年１学級の単学級となり複式学級になる学校も生じる可能性があり、適正規模に学校を再編成する事も望まれてきています。これらの事から今後の児童・生徒の望ましい教育環境のあり方について具体的な方策について考えていかなければならないとしています。

そこで、桑名市は、望ましい学校教育の在り方について調査・審議するために「桑名市学校教育あり方検討委員会」を設置しました。（２０１５年１２月議会）

検討事項は、①小中一貫教育について、②小規模校への対応、③中学校区を基本とした地域毎の学校施設の具体的な形態について、です。

公募委員を２月８日（月）～２２日（月）まで募集する予定です。

パブコメ募集中「桑名市教育大綱」（案）を発表
地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（教育委員会を改編し、首長の権限を拡大）が２０１５年４月１日から施行され、市長と教育委員会（教育長と５人の教育委員）で構成する「桑名市総合教育会議」を設置し、桑名市の教育、学術及び文化の振興に関する総合的な施策の大綱を策定します。　　ｐ策定にあたり、「総合教育会議」にて協議・調整を行い、大綱の案を作成しました。基本理念は、“夢を持ちその夢に向かって努力する子を育てます”になっています。「桑名市教育大綱」（案）は、桑名市のホームページからみる事ができます。一読の上、意見を寄せましょう。　　　　　　　２月１５日(月)までです。
生存権裁判
第７回裁判口頭弁論期日　１月２５日（月）１４時～津地裁
２０１３年８月から３回にわたって段階的に引き下げられ、合計で平均６．５％下がりました。生活保護基準引下げについて憲法違反だとして裁判を起こしています。「生存権がみえる会」が支援しています。
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駅前のマンション建設現場　　　　日照権奪うなの垂れ幕も　　 ここにも(市役所側)マンションが
安倍内閣の「来年度予算案」　軍拡・財界優先
　軍事費は、４年連続で増加させ過去最大の５兆円を突破する一方で、社会保障費の伸びは無理やり削って約５０００億円増にまで抑え込んでいます。大企業が優遇される法人税減税を前倒しで実施します。消費税増税で国民に負担増を強いておきながら、国民の暮らしを立て直す予算になっていません。税金の使い方が根本的に間違っている予算案、一体、誰のための予算なのでしょうか。　　　　　　　　　ｐその最大の標的になったのが社会保障費です。高齢者人口の増加や医療技術の進歩などにより、日本の社会保障費は年１兆円程度｢自然増｣するといわれるなか、安倍政権はその半分の約５０００億円の伸びしか認めませんでした。　　　　　　　　ｐなかでも大きく削られたのは、安全・安心の医療を国民に提供するために必要な診療報酬です｡｢医療崩壊を引き起こす」という医療関係者の反対・警告に逆らって、前回２０１４年度改定に続き２回連続で診療報酬の引下げを決めたことは、国民の暮らしと健康に深刻な影響を与えるもので重大です。　　　　　　　　　ｐこれに対して軍事費は、第２次安倍政権発足後４年連続で増加しただけでなく、２０１６年度、初めて５兆円を突破します。他の予算が「財政健全化」計画の名の下で、もっぱら削減・抑制されているのに、軍事費の「聖域」扱いは異常という他ありません。　今年９月、安倍政権は国民の反対世論を無視して、日本がアメリカの戦争に参加できる「戦争法」を強行しました。その後の最初の予算編成で、軍事費を増大させ集団的自衛権の行使に向けた装備を次々購入する姿勢は、国民の平和への願いにも反するものです。　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ「社会保障のため」といって消費税増税を国民に押し付けながら、予算編成のたびに社会保障費が削減の焦点になることは納得できません。政府は２０１６年度に消費税による収入を１７兆２０００億円弱と見込んでいます。法人税収の約１・４倍です。大もうけしている大企業には法人の実効税率を３２・１１％から２９・９７％まで前倒しで引き下げる大盤振る舞いです。　　　　　　　　　　　　　ｐ庶民を苦しめながら、財界・大企業を優遇する。　歳入面でも歳出面でも、ここまでゆがんだ構造をつくり、その財政のゆがみをさらに拡大させる安倍政権に日本経済のかじ取りを任せられません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ大企業がもうかれば経済がよくなるという「アベノミクス」はもはや通用しません。「１億総活躍社会」とか「新・３本の矢」などのスローガンばかりで「アベノミクス」の焼き直しの政策では、国民の暮らしの立て直しはできません。社会保障拡充など国民の暮らしを温め消費を拡大する経済への転換が急がれます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　消費税に頼らず社会保障財源を確保する道へ進む事こそ必要ではないでしょうか。
「戦争法」廃止の２０００万人署名
戦争法廃止、立憲主義回復、個人の尊厳を擁護する政治の実現にご協力を。今夏の歴史的な参院選で、安倍自公政権を少数に追い込みましょう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース


�

















Ｎｏ．２５０　　　　２０１６年　　１　月　２１　日


発行　　　　日本共産党桑名市議員団 　☎２４－１３１０


発行場所　桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室


自宅　　　　桑名市立花町１－１４－７ 　☎２２－２９７５













































































